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 研究要旨  

目的 公的介護費用の推計に関する技術的・学術的な課題を整理し、費用対効果評

価における活用方法を検討することを目的とした。 

方法 医療経済評価における公的介護費用の扱いについて，論文や報告書などをレ

ビューし、特に認知症薬の医療経済評価における公的介護費用の推計に関する課題や

活用方法について整理した。 

結果 介護 DBなどを活用することで認知症患者の公的介護費用を推計できる可能性

はあるが、その妥当性や重症度ごとの介護費用の推計、軽度の認知障害患者の特定、

関連費用の推計には課題がある。また、公的医療よりも幅広い費用を医療経済評価に

含める場合、その範囲をどこまでとすべきか、どのように推計するか、その際にどの

ような問題が生じるかについては十分に検討が必要であることが示された。 

結論 費用対効果評価制度における公的介護費用については、推計における技術的

な課題及び制度での取り扱いに関する学術的な課題がある。これらの課題を整理した

うえで、日本における医療保険制度の給付対象を取り扱った(医療費のみを含める)

｢公的医療の立場｣からの分析結果とあわせて、公的介護費用を含めた分析への対応を

検討することが重要である。 
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Ａ．研究目的 

「中央社会保険医療協議会における費用対効果

評価の分析ガイドライン 第 3版(以下、費用対効果

評価の分析ガイドライン)」1)では「公的医療の立

場」での分析を基本とするとされており、公的介護

費用に関しては、基本分析に含めないものとされて

いる。また、費用対効果評価制度の対象となり、す

でに評価が終了している品目において、製造販売業

者が「公的医療・公的介護の立場」での分析を実施

したケースはない。 

諸外国の医療経済評価ガイドラインにおいては日

本の介護保険費用に相当すると考えられる費用が基

本分析の対象に含まれている。例えば英国の NICE

（National Institute for Health and Care 

Excellence)では NHS（National Health Service）

と PSS（Personal Social Services）が分析の立場

とされている 2)。しかし、具体的な事例は限られて

いることや、介護にかかわる制度や公的にカバーさ

れている介護サービスが国内外で異なることなどか

ら、日本において参考となる事例は限定的である。 

2024年 9月に認知症薬であるレカネマブが製造

販売承認された。本剤の薬価算定については中央社

会保険医療協議会薬価専門部会や中央社会保険医療

協議会薬価専門部会・費用対効果評価専門部会合同

部会等で議論され、介護費用の取り扱いについては

費用対効果評価制度において検討することが示され

た。ただし、費用対効果の評価に公的介護費用を含

めることについては、公的介護費用の推計(分析)に

関する技術的な課題や公的介護費用を費用対効果評

価制度に含めることの学術的な課題があり、十分な

検討が必要である。 

 本研究では、公的介護費用の推計に関する技術

的・学術的な課題を整理し、費用対効果評価におけ

る活用方法を検討することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

医療経済評価における公的介護費用の扱いについ

て，論文や報告書などをレビューし、特に認知症薬
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の医療経済評価における公的介護費用の推計に関す

る課題や活用方法について整理する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は調査データ等を用いない研究のため対象外

である。 

 

Ｃ．研究結果 

１．公的介護費用の推計に関する技術的な課題つい

て 

a.技術的な課題について 

 費用効果分析ではマルコフモデルなどのモデル分

析を使用することが一般的である。マルコフモデル

においては分析対象技術の適応となる疾患に応じた

健康状態を設定し、各健康状態の費用を推計する必

要がある。医療費については医療レセプトデータ

(匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報データベ

ース(NDB)など)では疾患の重症度データが含まれて

いないため、傷病名や診療行為、処方された医薬品

等の情報により、各健康状態を定義し、健康状態ご

との医療費を推定することがある。費用対効果評価

の対象となったテリルジーについては、慢性閉塞性

肺疾患(COPD)患者の医薬品や診療行為から COPDの

重症度を定義し、重症度別の医療費を算出している
3)。しかし、レセプトデータ上の傷病名と診療行

為・医薬品等の情報のみでは、健康状態の定義がで

きず、分析に必要な該当するレセプトの抽出や費用

の算出が困難であることも多い。 

 現在のところ製造販売業者が公的介護費につい

て、費用対効果評価専門組織に報告したケースはな

く、具体例を元にさらなる研究等が必要となってい

る。介護費用についても医療費と同様に、設定した

健康状態ごとの介護費用を推計することが想定され

る。しかし、介護保険総合データベース（介護

DB）を含む介護レセプトデータには認知機能障害の

評価尺度である MMSE(Mini-Mental State 

Examination)や CDR(Clinical Dementia Rating)な

どの評価は含まれておらず、介護 DBでは認知症の

重症度別の介護費用を直接推計することはできな

い。そのため、レカネマブの医療経済評価に関する

先行研究では、既存の研究を活用することで認知症

重症度別の介護度、介護度別の介護費用を推定する

ことで、認知症の重症度別の介護費用を推計してい

る 4)が、その妥当性については十分な検討が必要で

ある。 

 NDBと介護 DBの連結データにより疾患や重症度

を特定する方法も考えられる。NDB データにおいて

も疾患の重症度は含まれていないこと、レセプトデ

ータ上では認知症の発症日が明確でないことなどか

ら、NDB と介護 DBの連結データを使用したとして

も費用対効果評価に活用できるかは明らかでない。

ただし、認知症の病型(アルツハイマー型認知症や

血管性認知症)の特定には介護 DBだけでは困難であ

り、NDBデータが有用である可能性ある。 

 分析に含める介護費用の範囲も課題がある。「費

用対効果評価の分析ガイドライン」では「各健康状

態の費用は、評価対象技術によって直接影響を受け

る関連医療費のみを含め、非関連医療費は含めない

ことを原則とする」とされている。医薬品は適応が

あり、レセプトにも傷病名が付与されていることか

ら、関連費用と非関連医療費を区別することが技術

的に可能であることが多い。一方で介護費用につい

ては以下の理由により関連・非関連を区別すること

が難しい。まず、公的介護サービスを利用するため

には要介護認定を受ける必要があるが受給要件は要

介護状態または要支援状態であり、受給要件に疾患

発症が含まれていない(第 2号被保険者除く)ため、

同じ介護度であっても様々な病態が想定される。例

えば、第 2回介護 DBオープンデータによると要介

護 5のうち移動が全介助の割合はおよそ 95%である

が、短期記憶ができないものは 58%となっている
5)。認知機能障害が重度であれば介護度が高くなる

といった報告はあるが、介護 DBオープンデータに

よると要介護 5の多くは身体機能など認知機能以外

の機能も低下していると考えられる。そのため、認

知機能障害が重度の高齢者が利用している公的介護

サービスが、認知機能の低下によるものなのか、身

体機能など認知機能の低下以外によるものなのかを

区別すること、つまり関連費用のみを分析に含める

ことは難しいと想定される。 

 評価対象技術を使用している患者を追跡すること

で公的介護費用を推計する方法も考えられる。しか

しながら、評価対象技術が介護費用に与える影響を

検証するためには評価対象技術を使用した患者の長

期間(例えば 3年や 5年以上)の追跡が必要となるこ

とから、新規に収載された医薬品・医療機器を 15

か月間で評価する費用対効果評価制度において、評

価対象技術を使用した患者の追跡する方法は公的介

護費用の推計に適さないと考えられる。 

 

b.介護 DBの活用について 

 介護 DBは平成 25年より運用開始され、平成 30

年より匿名要介護認定情報・介護レセプト等情報の

第三者提供が開始、令和 2年より NDBとの連結解析

が可能となっている。介護 DBは匿名要介護認定情

報、匿名介護レセプト等情報、匿名 LIFE情報から

構成されており、研究者が分析・研究目的で個票の

申請（特別抽出での第三者提供）が可能となってお

り、本研究班においても介護 DBの利用申請を行っ

ている。 

 前述の通り介護 DBには認知機能の評価尺度は含

まれていないが、要介護認定情報には認知機能に関

する以下の評価項目は含まれている。 
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 認定調査票における「認知機能」「精神・行動

障害」「社会生活への適応」の各項目、「認知

症高齢者の日常生活自立度」 

 主治医意見書における「認知症高齢者の日常生

活自立度」「認知症の中核症状」 

認知症高齢者の日常生活自立度のみでは軽度者な

ど、問題が顕在化していない者を取りこぼす可能性

が指摘されているが、様々な評価項目を組み合わせ

ることで、認知症患者を特定できる可能性がある。

ただし、前述の通り認知機能の評価尺度は含まれて

いないため、認知機能障害の有無や認知機能障害の

大きさは推定できる可能性はあるが、その妥当性に

は課題があると考えられた。 

軽度認知障害(mild cognitive impairment :MCI)

の特定はさらなる課題がある。MCI 患者では要介護

認定が未申請もしくは自立である割合が 77%と報告

されており 6)、MCI 患者の多くが介護 DBの対象でな

いと考えられる。介護 DBデータだけでは軽度認知

障害患者の介護費用を過大評価する可能性があるこ

とに注意が必要である。 

 

２．公的介護費用の推計に関する学術的な課題つい

て 

 費用対効果評価に含める費用の範囲は分析の｢立

場｣(perspective)によって決まる。「費用対効果評

価の分析ガイドライン」では「公的医療の立場」を

基本としている。一方で英国の NICEやカナダの

CADTH においては医療費に加え、公的にカバーされ

ているサービス(PSS（Personal Social Services）

など)を含めたものを分析の立場としている。これ

らの国では日本の介護保険に相当すると考えられる

サービスの一部を分析の対象としているが、日本の

公的介護保険では諸外国に比べ居宅サービスや介護

予防サービスなど広い範囲をカバーしている。一方

で、日本の公的介護保険でカバーされない社会福祉

サービス(例：若年者に対する障害者総合支援法の

もとに提供される介護サービス)が分析に含まれる

こともあり、国内外で単純な比較ができないことに

留意が必要である。また、社会福祉サービスには高

齢者向け介護サービス(主に介護保険で提供)だけで

なく、障害者向け障害福祉サービスや障害児向け障

害福祉サービスがあり、どこまで分析の範囲とする

かについてはコンセンサスが得られていない。介護

保険と医療保険では財源や被保険者が異なっている

ことからも、公的介護の立場のみを分析の立場に加

え、それ以外の費用を含めない明確な理由はないと

考えられる一方で、現時点で公的に利用可能なデー

タベースは医療保険・介護保険を除き存在しないた

め、より広い範囲での費用の推計は困難である。 

 

なお、これらの研究結果は中央社会保険医療協議会

薬価専門部会・費用対効果評価専門部会合同部会

(令和５年 10月 18日)において報告した（別添

1）。 

 

Ｄ．考察 

１．公的介護費用の推計に関する技術的な課題つい

て 

 製造販売業者が公的介護費について、費用対効果

評価専門組織に報告したケースが現時点ではないた

め、費用対効果評価制度において「公的医療・公的

介護の立場」またはより広範な立場で分析を行った

結果の活用やその課題については、十分に検討され

ていない。本研究では認知症患者の介護費用に着目

し、介護 DBの利用可能性や課題について整理し

た。 

介護 DBを利用することで認知症患者または認知

機能が低下した高齢者の公的介護費用の推計方法を

検討した。その結果、認知症患者の公的介護費用を

推計できる可能性はあるが、その妥当性や重症度ご

との介護費用の推計、軽度の認知障害患者の特定、

関連費用の推計には課題がある。介護 DBは 2018年

に第三者提供が開始されているものの、申請承認さ

れた件数は多くなく、研究目的も異なっているた

め、また、認知症の公的介護費用に関する報告は限

定的である。医薬品や医療機器が公的介護費に影響

を与える場合、何らかの健康アウトカムの改善を通

して影響を与えると考えられる。しかし、ほとんど

の医薬品・医療機器の臨床試験においては費用に与

える影響、特に介護費用に与える影響は評価されて

おらず、評価対象技術が介護費用に与える影響が実

証的に検証されているわけではない。これらのこと

から、認知症患者における公的介護費用の推計や医

薬品や医療機器が公的介護費用に与える影響につい

てはさらなる研究が必要である。 

認知症が軽度な段階で投与する認知症薬の介護費

用を推計するにあたっては、投与から介護費用への

影響に時間がかかることが想定される。そのため、

費用対抗評価制度においては様々な仮定を置いた上

で長期的な介護費用を推計することになると想定さ

れるが、その場合一定程度、費用への影響に係る推

計が不確実になると考えられる。そのため、公的介

護費を分析に含める場合に、これまで評価が行われ

た医薬品や医療機器と同様に ICERの点推定値を元

に意思決定を行うことが妥当であるかについては慎

重な議論が必要である。 

 

２．公的介護費用の推計に関する学術的な課題つい

て 

 諸外国の HTA機関では公的医療の立場だけでな

く、日本における公的介護費を含めた分析が行われ

ていることもある。限られた資源を効率的に利用す

るという観点からは、公的医療費のみでなく、公的

介護費やその他の社会保障にかかわる費用を分析に

含めた立場で分析を行うことは学術的には妥当であ
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ると考えられる。一方で日本の費用対効果評価制度

においては医薬品・医療機器の価格の調整に用いて

おり、その範囲も限定的である。本制度下にいて

「公的医療・公的介護の立場」での分析結果が提出

された事例もないことから、より広い分析の立場で

分析結果を意思決定に用いることの影響は十分に検

討されていない。 

 公的医療よりも幅広い費用を含める場合、その範

囲をどこまでとすべきか、どのように推計するか、

その際にどのような問題が生じるかについては十分

に検討が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 費用対効果評価制度における公的介護費用につい

ては、推計における技術的な課題及び制度での取り

扱いに関する学術的な課題がある。これらの課題を

整理したうえで、日本における医療保険制度の給付

対象を取り扱った(医療費のみを含める)｢公的医療

の立場｣からの分析結果とあわせて、公的介護費用

を含めた分析への対応を検討することが重要であ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

特になし 

                

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特になし 

 2. 実用新案登録 

 特になし 

 3.その他 

 特になし 
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